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株式投資コラム

『スパークス 日本株長期投資のすすめ』

スパークスの株式投資、株式市場などに対する見方を紹介するコラムです。

第37号（2008年12月12日）

「中国の成長」

（注）本コラムは、マネックス証券Web-Site「マネックスラウンジ」の「マネックスメール」に掲載され
ている「スパークス・アセット・マネジメントの『SPARX Way』」をもとにスパークスが作成した

ものであります。

これからの日本株の投資においては、新興国の成長の恩恵を受ける可能性の高い企業を厳選して投資を
行い、日本株を通じて新興国の成長の恩恵を享受できるポートフォリオを形成することが望ましいと考え
ております。

では、果たして新興国は今後も成長を遂げることができるのでしょうか。私どもは新興国の中でも特に
アジア地域が力強く成長を遂げるのではないかと考えており、さらにその中でも注目をしている国の一つ
が中国です。

昨今の世界を取り巻く金融危機の影響によって、中国などの新興国も成長鈍化の可能性がささやかれて
おります。実際に第３四半期の中国のＧＤＰ伸び率は、第２四半期の前年同期比１０．１％から同９．
０％に鈍化しました。さらに来年には７．５％まで落ち込むとの予想も一部ではされております。

しかしながら、中国政府は11月9日に総額4兆元（約57兆円）に及ぶ景気対策を発表しております。この
金額は現在世界各国で打ち出されている景気対策と比べても大規模なもので、中国の経済規模を勘案する
と非常に大きなインパクトがあると考えられます。

さらに9月以降大幅な利下げや減税策などを相次いで発表したこともあり、一部の株式や不動産の価格
が上昇に転じるなど、早くも効果が出てきていると考えられます。

もちろん、まだまだ中国経済の反転の時期を明確に判断できる状況ではないとは思われますが、中国政
府も雇用を維持するために必要な水準といわれている8％のＧＤＰ成長率を達成するため、強い姿勢で取り
組んでおり、今後追加の対策等が実施される可能性もあります。

そしてその中国で、シェアを拡大している日本企業の売上・利益は今後大きく上昇する可能性が高いの
ではないでしょうか。


